
（令和7年度）

物品役務等の名称及び数
量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条

文及び理由（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

備　　考

料金計器別納郵便料

一式

支出負担行為担当官
近畿地方整備局副局長
小林　知宏
近畿地方整備局
神戸市中央区海岸通29

R7.4.1

日本郵便株式会社

神戸市中央区栄町通
六丁目2番1号

1010001112577

会計法第29条の3第4項

郵便に関する料金（信書に係るものであって
料金を後納するもの。）

内国郵便約款に
よる

内国郵便約款に
よる

－ －
単価契約
調達予定総額
\1,745,708.-

官報公告等掲載料

一式

支出負担行為担当官
近畿地方整備局副局長
小林　知宏
近畿地方整備局
神戸市中央区海岸通29

R7.4.1

独立行政法人国立印
刷局

東京都港区虎ノ門二
丁目2番5号

6010405003434
会計法第29条の3第4項

官報、法律案、予算書又は決算書の印刷等

①公告料金
847

②落札公示等
1,694

①公告料金
847

②落札公示等
1,694

100.00% －
単価契約
調達予定総額
\7,773,766.-

建物賃貸借

一式

支出負担行為担当官
近畿地方整備局副局長
小林　知宏
近畿地方整備局
神戸市中央区海岸通29

R7.4.1

ユナイテッド・アー
バン投資法人

東京都港区虎ノ門四
丁目3番1号

3010405003750

会計法第29条の3第4項

立地条件等、当局の仕様に適す場所が他にな
いため

42,267,838 39,778,219 94.11% －

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）



（令和7年度）

物品役務等の名称及び数
量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条

文及び理由（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

備　　考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

阪神港におけるＣОＮＰ
ＡＳのサービス提供・運
用業務

一式

支出負担行為担当官
近畿地方整備局副局長
小林　知宏
近畿地方整備局
神戸市中央区海岸通29

R7.4.1

阪神国際港湾株式会
社

神戸市中央区御幸通
８丁目１番６号

5140001095698

会計法第29条の3第4項

本業務は、阪神港におけるCONPASのサービス
提供・運用を行うものである。

本業務の実施に当たっては、以下の要件を満
たす者であることが必要不可欠である。

①専用携帯端末を活用したCONPASのシステム
を熟知し、阪神港におけるCONPAS利用者への
適切な支援を実施するための知見を有してい
ること

阪神国際港湾株式会社は、阪神港における
CONPASで使用される専用携帯端末を運用する
者であるとともに、阪神港の港湾運営会社と
して同港のコンテナターミナルの管理運営事
業や物流効率化に資する取り組みを事業者と
継続的に行っていることから、上記①の要件
を満たす者であり、本業務を実施できる者で
あると判断する。

また、令和7年1月9日より令和7年1月29日ま
でに行った、本業務の「参加意思確認書の提
出を招請する公募」手続きに係る参加意思確
認書の提出を求める公示の結果、参加意思確
認書の提出がなかったことから、同社以外に
上記の要件を満たす者が存在しないことが確
認された。

以上のことから、会計法第29条の3第4項の規
定に基づき、阪神国際港湾株式会社と随意契
約をするものである。

61,699,000 61,699,000 100.00% －



（令和7年度）

物品役務等の名称及び数
量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条

文及び理由（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

備　　考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

港湾情報処理システム
Microsoft365アップデー
ト環境構築

一式

支出負担行為担当官
近畿地方整備局副局長
小林　知宏
近畿地方整備局
神戸市中央区海岸通29

R7.8.20

株式会社 第四北越IT
ソリューションズ

新潟県新潟市中央区
沼垂東2丁目11番21号

3110001000745

会計法第29条の3第4項

本業務は、現在運用しているMicrosoft 365
Apps for enterpriseについて、管内の回線
利用状況に応じたアップデート環境の構築を
行うものである。

現状不定期にネットワーク回線のひっ迫が発
生している状況において、自動アップデート
を行った場合さらに状況が悪化する可能性が
あるため、Microsoft365 のソフトウェア
アップデートについては停止している状況で
ある。アップデートの停止はセキュリティ上
非常にリスクが高いため、アップデート環境
の構築が必要である。

本業務を実施するにあたっては、既存の機器
の設定に支障を来すことなくアップデート環
境の構築を行う必要があり、当局のPC関連機
器の設定に関して熟知している者でなければ
ならない。株式会社第四北越ITソリューショ
ンズは当局が使用するクライアントパソコン
及びシステムの運用管理並びにネットワーク
機器の管理・監視を行う運用管理業務を請け
負っている者であり、既存の機器の設定を踏
まえ業務を実施できる唯一の者である。

以上の事から、契約の性質が競争を許さない
ため、会計法第29条の3第4項の規定に基づ
き、株式会社第四北越ITソリューションズと
随意契約を行うものである。

4,796,000 4,796,000 100.00% －



（令和7年度）

物品役務等の名称及び数
量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条

文及び理由（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

備　　考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

近畿地方整備局・堺市合
同総合防災訓練実施業務

一式

支出負担行為担当官代
理
近畿地方整備局総務部
総括調整官
高橋　哲雄
近畿地方整備局
神戸市中央区海岸通29

R7.9.1

東洋建設株式会社
大阪本店

大阪市中央区高麗橋
４丁目１番１号

1010001112577

会計法第29条の3第4項

本業務は、堺２区基幹的広域防災拠点におけ
る応急災害対策業務を実証するための合同訓
練であり、資機材の手配及び後片付け等を行
うものである。

近畿地方整備局では、激甚災害時の応急対策
に関し、必要となる資機材・技術者・労働力
等を確保することによって、災害の拡大防止
と被災施設の早期復旧に資することを目的と
し、一般社団法人日本埋立浚渫協会近畿支
部、一般社団法人日本海上起重技術協会近畿
支部、近畿港湾空港建設協会連合会と「国土
交通省近畿地方整備局港湾空港部管轄区域に
おける災害時の応急対策業務に関する協定
（令和３年２月２２日）」を締結し、対応す
ることとしている。

本業務は、発災時の堺２区基幹的広域防災拠
点での応急災害対策業務の一貫として、同協
定第６条（防災訓練）に基づき、海上輸送拡
充訓練、緊急物資の搬入搬出等の実施におけ
る計画、準備、後片付けを行うとともに、防
災訓練の実施結果を記録することを目的とし
ており、訓練時も発災時と同様に、協定に基
づいた当局からの要請により、協定締結者の
選定した者が行う必要がある。

今般契約に先立ち、協定締結者に訓練実施の
通知をしたところ、代表会社として東洋建設
株式会社大阪本店が選定された事から、会計
法第29条の3第4項の規定に基づき、同社と随
意契約を行うものである。

10,657,851 10,615,000 99.60% －

港湾情報処理システム
ファイルサーバー他賃貸
借

一式

支出負担行為担当官
近畿地方整備局副局長
小林　知宏
近畿地方整備局
神戸市中央区海岸通29

R7.10.1

株式会社ＪＥＣＣ

東京都千代田区丸の
内3-4-1

2010001033475

会計法第29条の3第4項

本賃貸借は、当局で運用しているクライアン
ト・サーバー型ネットワークシステムに接続
するファイルサーバーについて、借入（再
リース）を行うものである。

借入対象のファイルサーバーは、株式会社Ｊ
ＥＣＣと契約し賃貸借しているもので、リー
ス期間は満了するものの、引き続き使用して
も支障がなく、またその方が経済的であるた
め再リースするものである。

以上の事から、会計法第２９条の３第４項の
規定に基づき、株式会社ＪＥＣＣと随意契約
を行うものである。

3,320,350 3,320,350 100.00% －


